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１ 平成26年12月26日 まち・ひと・しごと創生会議（第４回） 
   まち・ひと・しごと創生「長期ビジョン」及び「総合戦略」 概要資料 
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長期ビジョン【2060年まで】 

Ⅰ．人口減少問題の克服 
◎2060年に１億人程度の人口 
を維持 

◆ 人口減少の歯止め 
 ・国民の希望が実現した場合
の出生率（国民希望出生率）＝
1.8 

 ◆ 「東京一極集中」の是正 

Ⅱ．成長力の確保 
 ◎2050年代に実質GDP成長率 
1.5〜2%程度維持 

総合戦略【2019年度までの５か年】 

中長期展望 基本目標 
地方における安定した雇用を創出する 
若者雇用創出数（地方）

2020年までの５年間で３０万人  等

地方への新しいひとの流れをつくる 
現状：東京圏年間10万人入超 
◆ 地方・東京圏の転出入均衡（2020年） 

・地方→東京圏転入者 ６万人減 
・東京圏→地方転出者 ４万人増 

若い世代の結婚・出産・子育ての希望を 
かなえる 
結婚希望実績指標 80％（2010年68％）
夫婦子ども数予定実績（2.07人）

指標 95％（2010年93％） 等

時代に合った地域をつくり、安心なくらしを
守るとともに、地域と地域を連携する 
地域連携数など
※目標数値は地方版総合戦略を踏まえ設定

２ 地方創生 
　国の長期ビジョンと総合戦略 （2014.12.27 閣議決定） 
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○人口減少の要因は、２０～３９歳の若年女性の減少と
地方から大都市圏（特に東京圏）への若者の集中の２点。

○推計によると、2040年には全国896の市区町村が
  「消滅可能性都市」に該当。うち、523市区町村は人口が  
　1万人未満となり、消滅の可能性がさらに高い。 

○少子化対策と東京一極集中対策を同時に行う必要がある。

○根拠なき「悲観論」は益にはならない。国民が基本認識を
共有し、適切な対策を打てれば、人口の急減を回避し、
将来安定的な人口規模を得ることができる。

３-(１） 要約 （日本創成会議） 
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５割以下減少

８９６自治体

４９．８％３割以上  

５割未満減少

６１９自治体

３４．４％

３割未満減少

２６９自治体

１５.０％ 

1万人以上  

5万人未満 

３１６自治体 

全体の 

１７．６％ 1万人未満 

５２３自治体 

全体の 

２９．１％ 

３-(２）「消滅可能性都市」の推計結果 （日本創成会議）

○2040年に若年女性人口が5割以下に減少する市区町村（「消滅可能
性都市」）は全国1799のうち、896にのぼる。

2010年から2040年の20～39歳の若年女性人口の変化率でみた自治体数 

「消滅可能性都市」（８９６自治体）の 
人口規模別にみた内訳 

維持・増加 １５自治体（０．８％）

（出典）国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口推計」より作成。
※福島県は調査対象外。 

５万人以上
１０万人未満
４０自治体

全体の
２．２％

１０万人以上
１７自治体

全体の
０．９％

消滅の可能性が高い「消滅可能性都市」
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○消滅可能性都市は全国の自治体の49.8％。
○秋田県は大潟村を除いたすべての自治体が「消滅可能性都市」。その後青森県

（87.5％）、島根県（84.2％）と続く。もっとも割合が低いのは愛知県（10.1％）。

３-(３）都道府県別・「消滅可能性都市」の比率（日本創成会議）

都道府県別・消滅可能性都市の比率 

（出典）国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口推計」より作成。 
 ※福島県は調査対象外 

％

0 

10 

20 

30 

40 

50 

60 

70 

80 

90 

100 

北
海
道

青
森
県

岩
手
県

宮
城
県

秋
田
県

山
形
県

福
島
県

茨
城
県

栃
木
県

群
馬
県

埼
玉
県

千
葉
県

東
京
都

神
奈
川
県

新
潟
県

富
山
県

石
川
県

福
井
県

山
梨
県

長
野
県

岐
阜
県

静
岡
県

愛
知
県

三
重
県

滋
賀
県

京
都
府

大
阪
府

兵
庫
県

奈
良
県

和
歌
山
県

鳥
取
県

島
根
県

岡
山
県

広
島
県

山
口
県

徳
島
県

香
川
県

愛
媛
県

高
知
県

福
岡
県

佐
賀
県

長
崎
県

熊
本
県

大
分
県

宮
崎
県

鹿
児
島
県

沖
縄
県

5



0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

13,000

800 1000 1200 1400 1600 1650 1700 1750 1800 1850 1900 1950 2000 2050 2100

（万人）

（年）

（1338年）

（1716～45年）
（1868年）

2030年 
11,662万人 

高齢化率 31.6% 

2050年 
9,708万人 

高齢化率 38.8% 

2100年（中位推計） 
4,959万人 

高齢化率 41.1% 

2100年（高位推計） 
6,485万人 

2100年（低位推計） 
3,795万人 

（1192年） 
757万人

818 万人 

（1603年）
1,227 万人

3,128 万人

1 
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（2008年）

12,808 万人

（出典）総務省「国勢調査」、国土庁「日本列島における人口分布の長期時系列分析」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」 

○2008年の1億2808万人をピークに減少に転換。中位推計で2050年に
9708万人となる見通し。

４ 日本の総人口の推移と推計 
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6,577
6,285

4,792

5,522

現状継続

ケース

経済成長・労働参加ケース

出生率回復
ケース

年平均
減少率：▲0.3%
減少数：▲17万人

年平均
減少率：▲0.9%
減少数：▲53万人

年平均
減少率：▲0.4%
減少数：▲25万人

年平均
減少率：▲1.3%
減少数：▲63万人

社人研中位
推計ケース

（備考）総務省「労働力調査」、厚生労働省雇用政策研究会「労働力需給推計」（2014）、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年１月推計）」、スウェーデン統計局「労働調査」をもとに作成。 
（注）１．労働力人口は、15歳以上の人口のうち、就業者と完全失業者を合わせたもの。 

 ２．現状継続ケースは、2012年の性・年齢階級別の労働力率を固定して推計したもの（厚生労働省雇用政策研究会推計）。 
 経済成長・労働参加ケースは、女性、高齢者や若年層の労働市場への参加が進むとして推計したもの（厚生労働省雇用政策研究会推計） 。例えば、30～49歳の女性の労働力率は、 

  2012年71％→2030年85％に上昇し、Ｍ字カーブは解消すると仮定している。 
  ３．社人研中位推計ケースは、国立社会保障・人口問題研究所（社人研）が推計した2060年の性・年齢別人口に労働力率を乗じたもの。 

  出生率回復ケースは、2030年に合計特殊出生率が2.07まで上昇し、それ以降同水準が維持され、生残率は2013年以降社人研中位推計の仮定値（2060年までに平均寿命が男性84.19年、 
  女性90.93年に上昇）を基に推計した人口に労働力率を乗じたもの。 

  ４．2060年の労働力人口では、上記「１．」の厚生労働省雇用政策研究会推計に加え、女性・高齢者の労働参加が更に進むとし、30～49歳の女性の労働力率を 
 スウェーデン並み（2030年85％→2060年90％）、60歳以上の労働力率を５歳ずつ繰り上げて推計している。 

労働力人口の推計 

◆30～49歳の女性の労働力率を 
    スウェーデン並み（90％） 
◆60歳以上の男女の労働力率を 

 ５歳ずつ繰り上げ

2060 2030 2013 

○ 労働力人口は、 出生率が回復し（2030年に合計特殊出生率が2.07まで上昇）、かつ女性がスウェーデン並みに働
き、高齢者が現在よりも５年長く働いたとしても、 2060年には5,500万人程度まで減少。 

５ 労働力人口の推計
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第1次ベビーブーム（1947～1949年）
最高の出生数2,696,638人 

ひのえうま（1966年）
1,360,974人 

第2次ベビーブーム 
（1971～1974年） 

2,091,983人 

1.57ショック （1990年） 
1989年：1.57、1,246,802人 

過去最低の合計特殊出生率
1.26 (2005年） 

出

生

数

合
計
特
殊
出
生
率

4.32 

1.58 

2.14 

1.57 

1.26 
1.43 

万人

1947 1960 1980 2000 2014 1990 

６ 合計特殊出生率と出生数の推移 
○出生率は2013年に1.43まで回復。しかし出生数は、2013年約103
万人、2014年は約100万人で、過去最低記録が続いている。

出生数
合計特殊出生率

過去最低の出生数
1,001,000人 

(2014年） 
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７ 都道府県別合計特殊出生率 
○最高は沖縄県の1.94。最低は東京の1.13で極端に低い。

（出典）厚生労働省「人口動態統計」全国
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地方圏

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」

東京圏  ：千葉県、埼玉県、東京都、神奈川県
名古屋圏  ：三重県、愛知県、岐阜県
大阪圏  ：京都府、大阪府、兵庫県、奈良県

地方圏からの転出超過ピーク

35.8万人 

８-(１）転入超過数の推移（1954-2014） 
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８-(２）東京圏への転入超過数（2010－2014） 

○東京圏への転入超過数の大半は20-24歳、15-19歳が占める。 
大卒後就職時、大学進学時の転入が考えられる。

（出典）総務省統計局住民基本台帳人口移動報告（2010年―2014年） 東京圏：東京、神奈川、埼玉、千葉各都県合計 グラフ内の人数は百人以下四捨五入 

万人

2010年 201１年 2012年 2013年 

転

入

転

出

2014年 

11



0

5

10

15

20

25

30

35

1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010

８-(３) 主要都市人口が全人口に占める割合 

％

（出典）UN,World Urbanization Prospects,The 2011 Revision. 

○東京の人口シェアは他先進国の主要都市に比べて高く、かつ現在
も上昇を続けている。

パリ 

東 京 
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ニューヨーク 

ベルリン 

ローマ 

年

※東京は一都三県の合計
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９-(１）東京圏・大阪圏・名古屋圏の問題 

（出典）第９回社会保障制度改革国民会議・国際医療福祉大学大学院高橋泰教授提出資料（次頁も同じ） 

○2040年までに、特に近郊市において高齢化が一挙に進む。

2010→40年に、東京圏における15～64歳の
生産年齢人口は6割に低下する。 
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※第９回社会保障制度改革国民会議（平成25年4月19日） 
国際医療福祉大学大学院高橋泰教授提出資料 

（２０４０年）

９-(２）東京圏は高齢化に伴い医療・介護サービスが大幅に不足
 /逆に地方はサービスが過剰に。 
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１０ コンパクトな拠点とネットワーク 
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１１ 人口指標と経済指標の高い地域（2010年時点）

人口指標が高い地域（マップ①の暖色の地域）［350］

人口指標が高い、かつ、経済指標が過去ないし全国平均より上向
いている地域（マップ①・マップ②ともに暖色の地域）［226］

＝64.6％
経済指標が過去ないし全国平均より上向いている地域
（マップ②の暖色の地域）［555］

人口指標が高い、かつ、経済指標が過去ないし全国平均より上向
いている地域（マップ①・マップ②ともに暖色の地域）［226］

＝40.7％

＜マップ①＞
人口指標が高い地域（2010）

※2010年の人口指標（普通出生率）が高い（上位2割）の市区町村マップ

＜マップ②＞

経済指標が過去ないし全国平均より
上向いている地域（2010）

※2010年の経済指標が55以上の市区町村マップ
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１２ 人口・経済・地域社会の関係

子どもの数が増える地域社会

・他地域へ転出しない
・転出しても戻ってくる
（Uターン）

・転入が多い
（Ｉターン）

・仕事があり将来
不安が少ない

・子育てしやすい
（仕事との両立、
支えがある）

・出会いの機会が

ある（いろいろなつ
ながりや絆）

・時間的、精神的な
ゆとり

若者が多い
家庭当たり子
ども数が多い

未婚、晩婚が
少ない

○ 街の魅力

○ 暮らしやすさ

○ 働く場所があり
所得を得られる

○ 良好なコミュニティ

○ 女性や若者が
活躍しやすい環境

○ 会社や周囲の理解

○ 安定した自治体
による行き届いた
福祉や教育

・失業率が高くない・
就業者数が減って
いない

・住民一人当たり所得
が増えている

・自治体の財政状況
が健全

○ ビジネスが継続する、
新しいビジネスが起こる

○ 雇用・所得が安定し、
地域にお金が回る

○ 適度な人口の規模がある

○ 安定した質の高い
行政サービス

＜要 因＞

＜望まれる地域社会像＞

内発的で持続的な地域経済

生産 支出 所得

＜指 標＞

・１、２、３次いずれ
かの産業活動が
活発

・いずれかの産業
活動が大きく落ち
込んでいない

・小売・卸売販売が伸
びている

・事業所数が増えて
いる・減っていない

＜望まれる地域経済像＞◎ 両者の地域像は重なる部分が多い

◎ 全国的に人口が減少し出生率が

低下していく中、

 地域の魅力や暮らしやすさが選好され、人が

集まり地域経済が活発化している可能性

 地域経済が持続している地域に若者が集まり、

出生率が維持されている可能性

地域の人口と経済を一体的に捉えた取組人口の過度の集中や過疎化を回避

2
3
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１３-(１)「東京在住者の今後の移住に関する意向調査」 

○移住する予定または移住を検討したいと思っている人は約40％。
Ｕターンや二地域居住を行ってみたい人は約30％。

【Ｑ1】移住予定、または移住を検討したいか？ 
○全体（1200人）の40.7%が「移住予定、または検討したい」

（うち、関東圏以外の出身者300人の49.7%が「移住予定、または検討したい） 

○男女ともに10・20代の意向が比較的強い（46.7%）
男性では、50代も強い（50.8％）

（出典）内閣官房 まち・ひと・しごと創生本部（2014）「東京在住者の今後
の移住に関する意向調査」：東京都在住18～69歳の1200人を対象にイ
ンタネット調査。8月末に実施。「今後移住する、または検討したい」は、
「今後1年」「今後5年をめど」「今後10年をめど」「時期は決まっていない
が検討したい」の合計。

【Ｑ2】Ｕターンや二地域居住を行ってみたいか？ 
○全体の29.3%がUターン希望。27.9%が二地域居住を希望。 

○Ｕターンは男女ともに10.20代、男性の40代の意向が比
較的強い。 二地域居住は男女ともに60代の意向が比較 
的強い。
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仕事 59% 仕事 58% 生活コスト 61% 生活コスト 57% 生活コスト 55%
交通の利便性 52% 生活コスト 50% 買物環境 56% 医療・福祉 41% 医療・福祉 39%

子育て環境 31%
生活コスト 70% 仕事 51% 生活コスト 52% 生活コスト 56% 医療・福祉 71%
買物環境 66% 買物環境 51% 人間関係 50% 交通の利便性 56% 買物環境 65%
子育て環境 48% 子育て環境 36% 買物環境 56%

人間関係 56%
医療・福祉 46%

60代

男性

女性

10.20代 30代 40代 50代

出身地 43% スローライフ 48% スローライフ 40% スローライフ 39% 食・水・空気 52%
スローライフ 27% 出身地 35% 出身地 37% 出身地 34% スローライフ 46%
家族・知人 27%
出身地 54% 出身地 51% 食・水・空気 41% 出身地 46% スローライフ 38%
家族・知人 41% 家族・知人 36% 気候 34% 家族・知人 46% 食・水・空気 35%

男性

女性

10.20代 30代 40代 50代 60代

１３-(２)「東京在住者の今後の移住に関する意向調査」 

○移住の理由や重視する点などは、年齢階層で大きく異なる。
○10～40代では「スローライフ志向」「生活コストへの関心」が特徴。

【Ｑ3】移住したいと思ったきっかけは？ 

（その他の質問）『移住を希望しない人が挙げる理由』：公共交通の利便性が良くない、今の生活に不満がない、日常生活の利便性が良くな
い、働き口が見つからない（全数結果の上位4項目）。『移住を希望する上で困っている点』：特にＩターン、Ｕターン希望者で「情報が十分で
ない」（40%弱）「情報の入手先がわからない」（30%弱）を挙げる人が多い。 
（その他の調査）内閣府（2014）「農山漁村に関する世論調査」 
「都市地域住民の農山漁村地域への定住願望の有無」：2005年「有」20.6% ⇒ 2014年「有」31.6% 

就職 29% 早期退職 29% 早期退職 32% 早期退職 49% 定年退職 46%

転職 16% 転職 23% 介護 21% 介護 12% 介護 16%

子育て 16% 結婚 21% 子・孫と同居 16%

子育て 21%

結婚 39% 子育て 26% 介護 25% 早期退職 34% 定年退職 38%

子育て 32% 結婚 19% 早期退職 18% 介護 24% 子・孫と同居 9%

妊娠・出産 20%
女性

10.20代 30代 40代 50代 60代

男性

○10-30代男性は就職・転職、10－30代女性は結婚・子
育て、 40代からは男女ともに介護が主なきっかけ。 

【Ｑ4】移住したい理由は？（複数回答） 

○男女共に10-30代の約40％は出身地に戻ることを希望している。
○男性には年齢に関係なくスローライフ志向が強い。

【Ｑ5】移住を考える上で重視する点は？（複数回答）

○男女共に「仕事」「子育て環境」と同時に 「生活コスト」へ
の関心が高い。

公共交通 48% 働き口 56% 生活の利便性 44% 働き口 38% 医療・福祉 50%

働き口 43% 給与が下がる 44% 働き口 41% 人間関係 33% 生活の利便性 30%
住居 30%

働き口 66% 働き口 43% 働き口 57% 生活の利便性 37% 生活の利便性 53%
公共交通 54% 公共交通 34% 生活の利便性 46% 公共交通 37% 医療・福祉 53%
給与が下がる 54% 人間関係 37% 住居 53%

住居 37%

男性

女性

10.20代 30代 40代 50代 60代

【Ｑ6】移住する上での不安・懸念点は？（複数回答） 

○男女ともに、働き口や賃金への懸念が強い。
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１３-(３)「東京在住者の今後の移住に関する意向調査」 

（その他の質問）『移住を希望しない人が挙げる理由』：公共交通の利便性が良くない、今の生活に不満がない、日常生活の利便性が良くな
い、働き口が見つからない（全数結果の上位4項目）。『移住を希望する上で困っている点』：特にＩターン、Ｕターン希望者で「情報が十分で
ない」(40%弱）「情報の入手先がわからない」（30%弱）を挙げる人が多い。（その他の調査）内閣府（2014）「農山漁村に関する世論調査」
「都市地域住民の農山漁村地域への定住願望の有無」：2005年「有」20.6% ⇒ 2014年「有」31.6% 

【Ｑ3】移住したいと思ったきっかけは？ 

○移住の理由や重視する点などは、年齢階層で大きく異なる。
○「スローライフ志向」「生活コストへの関心」が特徴。

【Ｑ4】移住したい理由は？（複数回答） 

【Ｑ6】移住する上での不安・懸念点は？（複数回答） 【Ｑ5】移住を考える上で重視する点は？（複数回答） 
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Copyright (C) Mitsubishi Research Institute, Inc.

↓サンシティ（アリゾナ州）
3千ha、3万人、10ゴルフコース
消費3億ドル 雇用1万人

米国のリタイアメント・コミュニティの例
～退職者がハッピーリタイア生活を満喫する街

シニアの理想郷、新たな消費、雇用を創出する新産業

第一世代：ゴルフ場を中とした街づくり
1960年代
シニア層（55歳～）のみの街
経済や雇用創出には一定の成果
アルツハイマーの高発症率
RC（Retirement Community）だけで、

「厚生労働省　第２回都市部の高齢化対策に関する検討会　資料３」より引用
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１４-(１)　CCRC（Continuing Care Retirement Community）について



Copyright (C) Mitsubishi Research Institute, Inc.

■第二世代
安心を付加→RCからCCRC（全米2000ヶ所）へ
世代間交流と知的刺激→90年から大学連携型
が増加。現在全米で70大学

■ダートマス大学CCRC
提携大学： ダートマス大学
提携病院： ダートマス大学病院
設立： 1991年
敷地： 26万㎡（約8万坪）
事業者： ケンダル社
居住者数（居室）：約400人（350室）
居住者平均年齢：84歳

■80%が自立した生活→ここが鍵
重介護棟（45室）・認知棟（15室）

■高収益事業
収入： 約20億円
利益： 約1.5億円

■大きい雇用効果
従業員： 約300人
正規170人・パート130人

ニューハンプシャー州ハノーバー
人口： 約11,000人（学生5800人）

第二世代：CCRC（大学連携型）

「厚生労働省　第２回都市部の高齢化対策に関する検討会　資料３」より引用
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１４-(２)　CCRC（Continuing Care Retirement Community）について



地域力＝ 人材力  ＋  資源力  ＋ 情 報
（ヒ ト ）  （モ ノ）  

人材力 ＝ （ 能力 × やる気 ） ＋     つながり力 

（ネット・ワーク）

資源力 ＝ 天然・自然由来のもの ＋ 歴史・文化・伝統

情 　報 ＝ 物語力

地域力向上の方程式

１５　地域力向上について
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